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 Ⅱ 近畿農業のうごき

１  経営耕地面積規模の拡大

－ 近畿の１経営体当たりの経営耕地面積は1.4ha、５年間で17％増加 －

○ 借入耕地面積は６万4,449haで、５年間で９％増加

○ 経営耕地面積に占める借入耕地面積の割合は45％で、７ポイント上昇

○ 経営耕地の面積規模が大きい階層ほど経営耕地面積割合が増加

農業経営体の経営・借入耕地面積及び１経

営体当たりの経営耕地面積の推移（近畿）

１経営体当たり経営耕地面積の増減率（市町村別）

（令和２年／平成27年）
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（参考） １経営体当たり
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注：（ ）内は経営耕地面積に占める割合である。
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資料：農林水産省「農林業センサス」
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Ⅱ 近畿農業のうごき

  ２  増加する団体経営体

－ 近畿の団体経営体の借入耕地面積は２万6,915ha、５年間で35％増加 －

○ 団体経営体に占める法人経営体の割合は66％で、５年間で11ポイント

上昇

○ 団体経営体の１経営体当たり経営耕地面積は11.7haで、1.4ha（14％）

増加

団体経営体数の推移（近畿）

注：（ ）内は経営耕地面積に占める割合である。

団体経営体の経営・借入耕地面積及び１経

営体当たりの経営耕地面積の推移（近畿）

注：（ ）内は団体経営体に占める割合である。
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資料：農林水産省「農林業センサス」
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Ⅱ 近畿農業のうごき

３  近畿農業を担う認定農業者

資料：農林水産省「農業経営改善計画の営農類型別等認定状況」（令和４年3月末現在）

－ 認定農業者数に占める法人の割合が増加 －

○ 近畿の認定農業者数は１万３８７経営体（全国の５％）

○ 兵庫、和歌山、滋賀の３県で近畿の約７割を占める
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資料：農林水産省「認定農業者の認定状況」
注：１ 「認定農業者数」は、農業経営基盤強化促進法に基づき、農業経営改善計画

を作成し市町村等から認定を受けた者の数及び特定農用地利用規程で定められ
た特定農業法人で認定農業者とみなされている法人の数の合計である。

２ 令和３年以降の近畿の認定農業者数は、複数府県にまたがる認定農業者（国
認定）を含むため、府県の合計と一致しない。
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Ⅱ 近畿農業のうごき

４　集落営農化の動向と活動状況

農業地域・府県別の集落営農数及び割合（令和４年）

－ 集落営農数は、兵庫が全国第１位、滋賀が同６位 －

○ 近畿の集落営農数は1,9３５集落営農（全国の1３％）

○ 集落営農における法人数の割合は、平成2５年に比べて2.6倍

○ 集落営農の活動は、水稲、麦、大豆の生産・販売や機械の共同所有・利用などが主
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資料：農林水産省「集落営農実態調査報告書」
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Ⅱ 近畿農業のうごき

５　近畿の農業・農村の６次産業化の状況

資料：農林水産省農村振興局調べ（令和5年4月末日現在）

注： 複数の農林水産物を対象としている計画
については全てカウントした。

－ 総合化事業計画の認定件数は、兵庫が全国第２位 －

○ ６次産業化・地産地消法に基づく総合化事業計画の認定件数は、近畿388件（全国

2,633件）

○ 近畿では兵庫が最も多く、次いで和歌山、滋賀となっている

○ 事業内容別には「加工・直売」と「加工」で約９割を占め、農林水産物別には「野

菜」や「果樹」の利用が多い

事業内容別の認定件数割合（近畿）

６次産業化・地産地消法に基づく総合化事業計画の認定件数

対象農林水産物別の認定件数割合（近畿）
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６　地域の環境に適応した農業水利施設

ため池の箇所数

－ 全国でもトップのため池数 －

○ 近畿のため池の数は３万7,842箇所と多い（全国の25％）

○ 兵庫が近畿の約６割を占めており、淡路地域など県南部に多い

資料：農林水産省「2020年農林業センサス（農山村地域調査）」

ｚｚｚｚｚｚｚｚ全国
15万2,151

箇所
（100％）

近畿
（25）

ため池とは

降水量が少なく、流域の大きな

河川に恵まれない地域などで、農

業用水を確保するために水を貯え

取水ができるよう、人工的に造成

された池のことです。

瀬戸内地域は年間を通じて降水

量が少ないことから、古くから農

地に隣接した土地にため池がつく

られてきました。

ため池の他にもダムなどの農業水利施設があります
○ 近畿農政局管内における国自らが管理を行っているダム

・呑吐（どんど）ダム ・・・兵庫県 三木市 ・大迫ダム ・・・奈良県 川上村

・大川瀬ダム ・・・ 〃 三田市 ・津風呂ダム ・・・ 〃 吉野町

・鴨川ダム ・・・ 〃 加東市

・糀屋（こうじや）ダム ・・・ 〃 多可町

○ 国自らが管理している以外にも府県などが管理しているダムがあります

資料：農林水産省「ため池管理保全法に基づく都道府県別の対応状況について」（令和４年12月時点）

ため池・湖沼のある農業集落の保全状況

－ 農業集落による高い保全率 －

○ ため池・湖沼のある農業集落が

ため池・湖沼の保全をしている

割合は79%（全国は65％）と

高い
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